
　今日の情報通信社会では，情報，技術，トレンドなどが「速く」「広く」伝

わり，経済や生活へと浸透していく。それは，数々の公開された技術の利用，

鮮度の高い世界規模の情報源，多対多の双方向情報発信，だれもが関与できる

平等さなど，インターネットの持つ特性によって発展し続けている。

　その発展スピードはとても速い。このような環境における技術の進歩や諸問

題の発生に対し，われわれには，それらに追従して対応する能力が身について

いるだろうか。われわれが持つべき情報管理力とは，オーソドックスな情報管

理に収まるものではなく，複雑かつ多様化した状況に対応できる，応用の効く

情報管理力であろう。そのためには，つぎのような事柄が必要であると考えら

れる。

　【情報管理力（オーソドックスな意味での）】

　　（ 1）　情報を活用しやすいように整理する。

　　（ 2）　情報の利用を制限する。

　　（ 3）　情報を安全に保管する。

　【情報管理力（さらに複雑かつ多様化した状況に対応するための）】

　　（ 1）　関連技術や背景にある理論，データ分析に関する知識

　　（ 2）　情報ツールや情報システムを活用する技能

　　（ 3）　収集情報やシステム状況，行動の結果などに対する適切な判断

　　（ 4）　自己を律し，自ら学び，規範やルールに従って行動できる態度

　　（ 5）　物事を明確にし，システムを高度に活用する論理的思考

　情報通信社会での活動において，これらの知識，技能，判断，態度，思考を

用いた行動能力は，企業でも個人でも重要性を増している。そして，情報の効

果的な活用と安全性の高い管理において，さまざまなケースに対応するために
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不可欠な基盤である。多様化する情報通信社会の情報倫理を身につけるには，

問題対処法のポイント学習だけでは対応力がつかない。「その背景となる技術

を理解し，情報活用の有用性と危険性に注目し，問題の事例を知り，さまざま

な事態に遭遇した際の適切な判断力や思考力を養う」といった総合学習から形

成される行動力の獲得が望まれる。

　近年，大学における初年次教育および人材育成教育において，学部共通の

「学士力」が求められている。これは，社会が求める一般的能力を身につける

ことを意味し，さまざまな社会課題や企業目標に能力を発揮するための基盤能

力である。情報分野にかかわる能力としては，汎用性などが重点項目である

が，従来の情報リテラシーの範囲だけでなく，判断や思考によって活用力を高

め，それまで学んだスキルを応用して，問題解決できる総合能力も求められて

いると思われる。また，大学教育だけでなく企業人においても，情報の取り扱

いについては，継続学習が有効であることは，近年の企業の情報管理への取り

組みを見ても理解できる。さらに，情報の個人利用においては，表現の自由度

の高さや，ネットワーク脅威にさらされやすい事情から，情報管理の学習が必

要であると感じられる。こうして，情報通信社会では，企業，個人において，

情報管理に関する生涯学習が不可欠であろうと考えられる。

　本書は，以上のように発展し続ける技術と社会にあって，背景となる情報技

術や理論の知識，情報ツールの利用技能，情報倫理や法制度を知り行動できる

態度，仕組みに対する論理的な思考など，これからの情報管理に関して重要と

考えられる要素を取り込み，具体的に解説するものである。主たる対象読者を

大学初年次としているが，決して入門レベルで終わらず，企業人や管理職の立

場，また個人の立場においても，あるいは専攻分野，専門分野に関係なく，学習

材料として有用であるように配慮した。本書によって，情報管理にかかわる幅

広い事柄に興味を持ち，モチベーションを高めていただけることを期待する。

　2015 年 1 月

深井 裕二　
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1 .1　情 報 社 会

1 .1 .1　インターネットの発展

　近年，情報社会においてインターネットは急速かつ広範囲に発展してきた。

このような発展に至る要因を考えてみると，一つ目にコンピュータとネット

ワークによる基盤技術の確立と進歩が挙げられる。それらの技術革新を競争と

いう視点で見ると，企業が自己開発した独自仕様をもって競おうとするのでは

なく，オープンな仕様に基づいて同じ結果を得るために性能や機能，そして価

格で競うようになったことが結果的に発展を加速させてきた。この仕様の標準

化は，インターネットのような「つながる」，「広げる」ことを前提とする社会

システムにおいて重要な足掛かりであった。二つ目は，人々の情報コミュニ

ケーションというものに対するニーズと行動力であろう。それは，近年の

SNS（Social Networking Service）の普及と活発な情報発信，スマートフォン

の所持，電子メールの日常的な利用などに現れている。それらによって交わさ

れる情報内容は，必ずしも緊急性，必要性，利益への直結だけではない。コ

ミュニケーションそのものが，ごく自然な目的であり価値があると考えられる。

　以上の二つの要因は，相互に密接な関係を成しており，好循環によって発展

を続けている。技術基盤の提供と人々のコミュニケーション活動のどちらかが

停滞しない限り，インターネットによる情報社会の発展はますます続くものと

思われる。このような人が集まる場すなわち社会としてインターネットは，そ

1 インターネット社会と情報管理
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2　　　1 .　インターネット社会と情報管理　

の繁栄に伴って新たな問題や事件が増加し，対策としての法律や規範が作られ

てきたのが現状である。われわれは，その状況の中で安全かつ適切にふるまえ

るように知識，判断，態度などを身につけることが重要となる。今日，イン

ターネットが欠かせないツールであることは明らかである。新たなインター

ネット活用スキルを獲得しながら生活や活動をすることがこれからの情報社会

のスタイルである。

1 .1 .2　ICT

　ICT（Information and Communication Technology）は，情報通信技術の略

であり，コンピュータやネットワークの技術やサービスの総称である。

　表 1 .1に示すように，ICTは，スマートフォンやWebを活用したさまざま

なサービスをはじめ，医療分野における医療費増加問題の解決策として，また

教育分野では教育と学習効果の向上のため，さらにはコンテンツの流通による

国民生活の質的向上など，ビジネスモデルや個人のライフスタイルを変化さ

せ，経済発展につながるものである。

　総務省による ICTの人材育成政策では，現在急速に高度化，多様化する ICT

に対応できる専門的な知識と技能を有する人材を必要視している。このような

ICTは，社会的課題の解決や経済成長への一助となり，各国においても産業や

分　野 事　例
教育 eラーニングシステムによる教育支援，電子黒板による学習発

表，画像・動画による実験・観察教材，自主学習支援，タブレッ
ト PCの活用，インタラクティブな授業

医療 遠隔医療，救命救急支援，医療連携，医療・介護連携ネットワー
ク，健康促進，子育て支援，高齢者支援

ソーシャルメディア Google，YouTube，Facebook，Twitterなどによる多目的情報発
信，広告，プロモーション，マーケティング

モバイル，センサ GPS，ICタグ，非接触 ICカードを活用したシステム
他国における活用 モバイル送金サービス，オンライン講座，農作物の情報交換，感

染症の情報提供（モバイルヘルス）

表 1 .1　ICTの活用事例
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国家競争力を支える中核技術として重要視されている。

　ICTは，用途や使い方が決まっているわけではない。簡単にいうとコン

ピュータとインターネット，さらに情報コミュニケーションを活用し，従来に

なかった新たなやり方を実現することで，問題解決法や従来以上の効果を得る

ものである。解決されていない社会問題は多々あり，さらに社会や仕組みは変

化していくものである。それぞれが直面する状況にどう適用させ，どのような

メリットになるかを検討した新たな活用法の考案と実践が期待される。

1 .1 .3　情報サービス産業

　わが国の情報サービス産業は，一般的に以下のように分類される。なお，情

報サービス産業は明確に定義されていないため，該当しない分類においても当

てはまるものが存在すると考えられる。ここでは，ソフトウェア開発，システ

ムやサービスの運営，提供にかかわるような業種を取り上げている。
● 情報サービス業

 ソフトウェア業（受託開発ソフトウェア業，組込みソフトウェア業，パッ

ケージソフトウェア業，ゲームソフトウェア業），情報処理・提供サービ

ス業（情報処理サービス業，情報提供サービス業，その他の情報処理・提

供サービス業）
● インターネット付随サービス業

ポータルサイト・サーバ運営業，アプリケーション・サービス・コンテン

ツ・プロバイダ，インターネット利用サポート業

　これらの企業は，情報サービスの提供者であるが，反対に情報サービスを利

用する側の企業（ユーザ企業）や政府，自治体が存在する。つまり，情報サー

ビスは消費者の生活や趣味，企業活動や経営，行政業務においてニーズがあ

り，それらを支えているのである。経済産業省は，情報サービスやソフトウェ

ア産業，ユーザ企業などへの支援による競争力強化，あるいは情報セキュリ

ティや電子商取引基盤の整備といった政策を計画，実施し発展に注力している。

　近年のおもな情報サービス分野を表 1 .2に挙げる。これらがいわゆる情報
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4　　　1 .　インターネット社会と情報管理　

産業や情報系企業の代表的な業務内容であり，特にクラウドサービスなど比較

的新しいものが伸びており，今後も成長するものと予測されている。また，さら

にビッグデータなど情報処理業務の新分野がビジネスとして注目されている。

情報サービス分野 参　考
サーバ＆ストレージ Web，データベースなどを処理するサーバマシンやデータを保

存するストレージは，高レスポンスと 24 時間運転に対応し，
信頼性（対故障性，正しく機能すること）や省電力化が重視さ
れる。

ネットワーク機器 インターネットとの接続や構内 LAN回線を接続する通信機器
は，コンピュータと同等の仕組みで構成され，高い信頼性とセ
キュリティをはじめとする各種管理機能を持つ。

パーソナルデバイス PC分野でのノート型，タブレット型やスマートフォンなどが
個人の情報機器として主流となってきた。性能以外にもデザイ
ンや重量，低価格性が重要視される分野である。

半導体 CPUや SSD（Solid State Drive，半導体型補助記憶装置）など
の半導体デバイスは PC業界で特に注目され，高性能化や省電
力化の進歩が著しい。

ソフトウェア Office（Word，Excel，PowerPoint），データベース（Oracle，
SQL server），デザイン（Illustrator，Photoshop），グループ
ウェアや商品管理などのビジネス向き製品，電子カルテシステ
ムなどのパッケージソフトウェアを開発，バージョンアップし
提供する。

ITアウトソーシング IT関連の開発業務，運用業務における人材力や設備を提供す
る。迅速さと費用の面でもメリットが大きい。

SIサービス ユーザ企業に最適なソフトウェアやハードウェアを組み合せて
システムを構築し，情報システムの開発，導入，運用など総合
的なシステム化（System Integration）支援を行う。

インフラサービス ユーザ企業に最適なネットワークやセキュリティなど，情報シ
ステムの基盤を設計，構築，提供する。

クラウドサービス サーバ，ストレージ，ソフトウェアなどをネットワーク経由で
ユーザに提供する。サーバ仮想化技術で柔軟な動作環境とメン
テナンス性向上，低コスト化を実現。ユーザは雲（cloud）の
中にある実体を意識しなくてよい。

ビッグデータ 人の行動記録やWebサイトの履歴など，高頻度で発生する非
常に大容量で処理に特別な技術を要するデータに対し，高速で
分析するサービス。

表 1 .2　おもな情報サービス分野

コ
ロ
ナ
社



　1 .1　情 報 社 会　　　5

1 .1 .4　情報社会の問題点

　インターネットをはじめ情報社会ではさまざまな問題が存在する。それら

は，個人，消費者，企業，組織などあらゆる利用者，提供者において，法的，

倫理的，社会的な問題から，ケースバイケースのトラブルまでさまざまであ

る。特に「情報」や「通信」といった技術の性質に起因しているのが特色とい

える。つぎにいくつか例を挙げる。
● 情報の複製や加工の容易性に起因するもの

著作権やプライバシーの侵害，音楽や映像作品の不正アップロード，他人

の作ったものや他人の顔写真などの無許可による掲載など。
● 情報発信の容易性に起因するもの

迷惑メールの大量発信，膨大な情報の検索の手間，情報信憑
ぴょう
性確認の困難

さ，間違った情報を鵜
う
呑
の
みにしてしまう危険性など。

● システムの脆
ぜい
弱性に起因するもの

システムへの侵入や攻撃行為，情報や秘匿情報の盗み出し，人の盲点を突

くソーシャルエンジニアリング攻撃など。
● 利用者の匿名性に起因するもの

誹謗中傷，信憑性のない発言，偽りの発言，悪ふざけ，妨害的行為，ネッ

トオークションでの粗悪さ，詐欺，犯罪への発展など。
● 情報の拡散性に起因するもの

個人情報の流出，コンピュータウィルスの蔓
まん
延，デマや信憑性のない情報

の蔓延，広まった情報が消去不能であるなど。

　これらのような問題点は，情報や通信の技術，情報社会における長所と裏腹

につねに潜在しているものである。防御や対策が緩めばトラブルにあう可能性

は高まるので，無防備であることはとても危険である。外出時には鍵をかける

ように，最低限の知識と対策をもって日々活動することが必要である。また，

トラブルに遭わせる側にならぬよう，モラルに則って考えて行動しなければな

らない。
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6　　　1 .　インターネット社会と情報管理　

1 .2　情 報 管 理

1 .2 .1　情報社会のルール

　法律（罰則や賠償が適用される），規則（遵守すべき事柄），規範（とるべき

行動），マナー（適切な行儀）などは，社会の一員として当然守るべきルール

である。情報社会においてもこれらのルールはあるので，インターネットを利

用する上で知るべきであり，態度として適切な行動をとることが大切である。

　一般利用者にもかかわるような情報関連の代表的な法律をつぎに挙げる。

● 著作権法
● 不正アクセス禁止法
● 個人情報保護法
● プライバシーの侵害（民法）
● 名誉毀

き
損（刑法）

これらは，悪意がなくとも，知識のないままインターネットを活用している

と，うっかり犯してしまう危険性がないとはいえない。

　例えば自動車運転者が交通違反をした場合，「道路交通法などというのは知

らなかった」と言っても通用しない。実際そのようなおかしなことが起きない

のは，自動車免許取得にあたり講習や実技訓練が課せられており，合わせて道

路交通法の基本的なことは一般的に広く理解されているためでもある。では，

インターネットはどうだろうか。最低時間数が決められた講習や実技訓練はあ

るだろうか。基本的なことは，本当に一般的に広く理解されているだろうか。

1 .2 .2　情報管理の学習

　近年の教育機関では，文部科学省による学習指導要領や教育の情報化に関す

る手引などに導かれ，情報モラルが学習に取り込まれつつある。低学年層に対
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しては身を守ること，高学年層へは知識や責任を理解することなどである。

　大学生，社会人に進むにつれ，行動や考え方も広がり自由度も増し，イン

ターネットの利用目的や活用法も発展する。特にインターネット社会の状況は

年々変化し続けており，情報セキュリティを脅かす新たな傾向もつぎつぎと様

相を変えてきている。われわれが活用の場を広げると同時にさまざまな脅威に

さらされ，場合によっては他人へ害を与えてしまう危険性さえ潜んでいる。

　情報倫理や情報セキュリティが時代とともに変化する性質を理解し，注意と

学習を生涯継続することが大切である。「日常生活でなんの役に立つのか」と

言われるような知識であれば，勉学は大学までで終了なのかもしれないが，イ

ンターネットは日常的に使い，実際役に立っているのが事実である。

　また，コンピュータやインターネットなど，基盤となる情報技術について，

知識を獲得することは重要である。専門用語一つとってみても，知らなければ

情報管理はもちろん，情報利用にかかわる会話についていけない場面もあるで

あろう。また，人への指示やトラブルの遭遇などで，状況を人に伝えることが

しばしばある。その際も，「つながらない」ではなく「ブラウザでインター

ネット上のサイトにアクセスしてもページ内容が表示されない」という具体性

と的確さをもって，一回の発言で，誤解や疑問が生じにくく難解でもない伝え

方ができれば，コミュニケーションスキルとしても望ましい。

　近年の情報企業では ISMS（Information Security Management System：情報

セキュリティマネジメントシステム）の認証取得が基本となっている。これは

情報管理に対してどのように取り組んでいるか審査し，いわば情報管理につい

て信用できる企業なのか認定するものである。その内容で重視される項目の一

つに，全従業員に対する定期的な情報セキュリティ教育の実施があげられる。

情報管理をリードする企業人でさえ繰り返し，そして新しい学習を積むべきだ

ということを示唆している。

1 .2 .3　利用者と管理者

　情報社会で活動する人々を，情報を利用する側と利用させる側に分けてみた
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アクティベーション   52
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圧　縮   132
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アドウェア   121
アナリスト   150
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  51
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イーサネット   45，58
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一貫性   164
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プロバイダ   76
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  76
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【う】
ウィルス   101，120
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  173
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検索サイト   12，20
原子性   163

【こ】
公開鍵   137
公開鍵暗号方式   69，136
公序良俗に反する行為   98
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個人情報保護法   6，107
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【せ】
制御装置   36
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データベース管理システム  
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